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第１号様式 

ネ ー ミ ン グ ラ イ ツ 事 前 相 談 書 

 
     年  月  日 

  
（あて先）京都市長 

主たる事務所の所在地又は住所 
 

                           
名称及び代表者名又は氏名  
 
                    

 
下記のとおり、京都市ネーミングライツ市民等提案制度に係る事前相談を行いま

す。 
記 

 

⑴ 対象施設等 
 

⑵ 通称案 
 

※ 未定の場合は、記載しないことも可能です。 

⑶ 対価 
 □金銭   □金銭以外   □金銭及び金銭以外 
※ 該当する項目にチェックを入れてください。 

⑷ 希望契約金額 

合計          円（年額     円） 

※ 消費税及び地方消費税を含みます。 
※ 金銭以外のものを対価とする場合は、その内容と金銭に換算

したときの相当金額を記載してください。 

⑸ 希望契約期間 
  年  月  日から 

  年  月  日まで   年間 

⑹ その他（質問等）  

 
担当者の所属部署 
担当者の氏名 

 
 

ＴＥＬ  ＦＡＸ  

Ｅメールアドレス  
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第２号様式 
 

ネ ー ミ ン グ ラ イ ツ 提 案 書 

 
  年  月  日   

 
（あて先）京都市長 

主たる事務所の所在地又は住所 
 

                           
名称及び代表者名又は氏名  
 
                    

 
下記のとおり、京都市ネーミングライツ市民等提案制度に係る提案を行います。 
なお、提案に当たっては、京都市ネーミングライツ実施要綱、京都市ネーミング

ライツ市民等提案制度実施要領、京都市広告事業実施要綱及び京都市広告掲載基準

の内容に同意し、遵守します。 
記 

 

⑴ 対象施設等 
 

⑵ 通称案 

 
 
※ 未定の場合は、記載しないことも可能です。 

※ 通称に「京都市」（又は「京都市立」、「京都市営」等）を含める

などの条件を付ける場合があります。 

⑶ 対価 
 □金銭   □金銭以外   □金銭及び金銭以外 
※ 該当する項目にチェックを入れてください。 

⑷ 希望契約金額 

合計          円（年額     円） 

※ 消費税及び地方消費税を含みます。 

※ 金銭以外のものを対価とする場合は、その内容と金銭に換算

したときの相当金額を記載してください。 

⑸ 希望契約期間 
  年  月  日から 

  年  月  日まで   年間 
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⑹ その他（対象施設

等の魅力向上や地域

等に対する社会貢献

貢献など） 

 

 
担当者の所属部署 
担当者の氏名 

 
 

ＴＥＬ  ＦＡＸ  

Ｅメールアドレス  
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第３号様式 
 

ネーミングライツ提案に係る誓約書 

 

（宛先）         年   月   日 

誓約者の住所（法人にあっては、主たる事務

所の所在地） 
誓約者の氏名（法人にあっては、名称及び代表

者名） 
電話     －     

 

暴力団排除条例第２条第４号に規定する暴力団員等に該当しないことを誓約します。 
誓約者並びに京都市暴力団排除条例第２条第４号イに規定する役員及び使用人並びに同号

ウに規定する使用人が、同条第５号に規定する暴力団密接関係者に該当しないことを誓約し

ます。 

誓 約 者 並 び に そ の 役 員 及 び 使 用 人 の 名 簿  

役職名又は呼称 氏 名 フ リ ガ ナ 生 年 月 日 性 別 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

注 誓約者並びにその役員及び使用人の名簿の欄は、次に掲げる区分に応じ、それぞれ次に掲

げる者について記入してください。 
⑴ 誓約者が法人である場合 京都市暴力団排除条例第２条第４号イに規定する役員及び使

用人（市長等又は指定管理者が全ての使用人について記入することが困難であると認める

ときは、市長等又は指定管理者が指定する使用人に限る。次号において同じ。） 
  ⑵ 誓約者が個人である場合 誓約者及び京都市暴力団排除条例第２条第４号ウに規定する

使用人 


